	金型製造業


円高や震災後の電力問題などを要因として生産の海外移転が進み、国内市場は縮小傾向にある。国内のみで事業を展開する企業では、大幅な需要の落ち込みに直面し、リストラなどのコスト削減策に取組む企業が見られる。一方、グローバル展開において、自動車関連産業を中心に、金型製作と量産拠点に関して、国内生産の一部回帰が始まるなど、変化が出始めている。

平成26年４～６月期においては、自動車関連・その他の関連産業とも消費税の駆け込み需要が一段落し、加えて、半年以上先の開発は先行きが見えない。一方、金型修正案件は堅調である。

今後の見通しが不透明なため、多くの企業は研究開発や設備投資、人材育成などには慎重である。
業界の概要
金型とは、塑性加工や射出成型などに使用する型である。金属、プラスチック、ガラスなどの素材を加熱、加圧し、同一形状の工業部品や製品を大量に成形加工するために利用される型の総称である。主な用途は、①塑性加工用（「ダイ，Die」）として、プレス用、鍛造用に、また、②射出成型用（「モールド，Mold」）として、プラスチック用、ゴム用、ガラス用、ダイカスト用、粉末冶金用に大別され、うちプレス用とプラスチック用で生産額全体の７割を占めている（経済産業省『工業統計表（品目編）』従業員４人以上）。

金型は、成形する部品・製品の仕様に基づき設計・製作されるため、海外では部品・製品の組立メーカーによる内製が一般的であるが、日本では、金型専業者が金型を製作し、プレス・成形業が部品をプレス、成形加工し、それら部品を組立メーカーに納品するサプライチェーンによる分業生産体制が構築されている。このため、金型は専業者により製作されることが多い。
大阪の地位
専業者が多い我が国の金型製造業では、取引先との緊密な関係を重視する傾向が強く、大口ユーザーである大手家電、自動車メーカーが多数立地する大都市圏に集積が形成されてきた。大阪府は愛知県、神奈川県に並ぶ、日本を代表する金型工業の集積地である。
平成24年の大阪府の金型製造業は、事業所数477、従業者数6,130人、製造品出荷額等948億円で、それぞれ全国の11.8%、8.1%、7.9%を占めている（経済産業省『平成24年工業統計表（産業編）』従業者４人以上）。製造品出荷額等での順位で、第一位は愛知、第二位は神奈川、大阪は第三位となっている。
大阪においては、品目別では全国同様に金属プレス型とプラスチック成形型の割合が高いが、なかでもプラスチック成形型に関わる事業者が多いのが特徴である（経済産業省『平成22年工業統計表（品目編）』従業者４人以上）。
国内需要は回復したが、先行き不透明
国内の金型需要は、リーマンショック後に大きく落ち込んだが、その後、回復した。しかし、円高傾向や震災後の電力不足などを契機に、大手家電、自動車メーカーなどで部品生産の海外移転が進み、金型の国内需要が減少した。
３月末の消費税増税に起因する駆け込み需要については、金型製作が、製品を量産する半年から１年前に完了していることから、足元の影響は小さかった。逆に、１年以上先の量産に使用する型製作需要が安定せず、先行き不透明であり、４～６月期は工場稼働率にもゆとりがみられた。このように、新規金型製作の新規受注は少ないが、一方では、既存型の修正依頼が多く、手直しや修正によって、少しの投資で量産型を活用しようとする動きがみられた。
受注量、受注金額ともに減少傾向
経済産業省『生産動態統計年報　機械統計編』によると、22年は、受注量は28.5％増と回復したが、受注額は0.3％減と減少し、続く23年には受注量が微増に留まり、金額はプラスに転じた。その後、25年には再び受注量、受注額ともに減少に陥った。
精密金型を製作する企業では、７月までの稼働率を維持するだけの受注があるが、その先は生産能力の半分程度の受注しかない。また、自動車関連の射出成形型を製作する企業では、手直しに半年以上かけるなど、新たな受注を得られていない状況が伺えた。

利益は企業・業界によって差が大きい
金型製造業は下請け的立場にあり、プレス・成形業や最終製品メーカーからの発注価格を受け入れざるをえない。また、中国などの海外での金型製作価格の基準を、日本国内での発注価格に適応するなど価格低減要請が厳しい状況が依然続いている。
現状では仕事量を一定確保しつつも、受注単価の低下と原材料の調達価格の上昇により、収益性が悪化している事業者が増えている。一方、リーマンショック時に厳しい状況に耐えられるスリムな経営体質に改善したことから、今回の状況においても利益を出せるという企業がみられた。
設備投資や雇用は様子見
一年先の先行きが見通せない中、設備投資は様子見とする企業が多い。しかし、一部では国が実施した24年度補正「ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援補助金」を活用し、マシニングセンターの機能向上投資やCAD/CAMソフトの更新などを行い、競争力向上を図ろうとする企業がみられる。
雇用面では、中堅企業では新規採用を継続し、着実に人材育成と技能承継を行っているが、小規模事業者では人員増に合う受注を得られる見込みが立たないことから、採用を見送らざるを得ない状況が続いている。
事業者の新たな取組
３Ｄプリンターなど積層造形技術（Additive Manufacturing Technologies，以降略して「ＡＭ技術」）は、射出成形型の分野で活用され始めている。そのため、ヒアリングにおいては、中堅規模、小規模など規模を問わず、ＡＭ技術の情報収集と設備導入検討を始める動きが確認できた。この技術については、次第に金型業界にも普及するという意見が多く、金型の試作や複雑な水管を走らせた機能型の製作研究などに使用する金属造型機への興味は強い。

原材料の高騰は利益の圧迫要因に

原油高による原材料の価格高騰、高合金工具鋼に使用されるレアメタルであるタングステンの価格高騰など、原価上昇につながる要因がいまなお多く、こうした要因によって、企業の収益が圧迫されている。
海外に輸出される金型と著作権の保護
日本国内で製作された金型を輸出し、海外の製造拠点で量産に供されることが多い。その場合、図面や本体のコピーが多く出回り、その結果コピー商品が氾濫し、その金型が正規の取引を阻害している可能性がみられる。こうした状況を解決すべく、関西の団体では著作権に関する第三者認証組織を立ち上げ、金型の著作権保護を行い、業界の健全化を図ろうとしている。
今後の見通し

小規模専業者の多い日本の金型製造業は、これまでプレス・成形業や最終製品メーカーとの長期継続的な系列取引のもと、階層的な分業体制のなかで、取引先の要望に応じ高度な技術力を磨き、選択的な需要に応えてきた。
しかし、取引先の生産拠点の海外移転に伴う動きや、一旦海外移転が進んだ量産型の国内への製造回帰、海外製の不良金型の修正など、仕事の内容が多様化するなど、金型製造業を取り巻く経済・経営環境は大きな転換期を迎えている。
どの分野で勝負し、どういった将来像を描くのか、中期的な視点で時代の流れを読む力が金型製造業の経営者等に求められている。

　　　　　　（松下　隆）
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府県名 産業分類事業所数

対全国

比

従業者数

対全国

比

製造品

出荷額等

対全国

比

(%) (人) (%) (百万円) (%)

大阪

金属用

272 3,350 54,562

非金属用

205 2,780 40,269

計

477

11.8

6,130

8.1

94,831

7.9

愛知

金属用

382 8,046 123,726

非金属用

258 4,217 76,440

計

640

15.8

12,263

16.3

200,166

16.6

神奈川

金属用

144 3,568 103,999

非金属用

97 1,286 18,513

計

241

5.9

4,854

6.4

122,512

10.2

静岡

金属用

163 3,013 43,918

非金属用

87 1,867 27,641

計

250

6.2

4,880

6.5

71,559

5.9

全国計

金属用

2,366 46,120 776,906

非金属用

1,693 29,219 427,981

計

4,059

100.0

75,339

100.0

1,204,887

100.0

資料：経済産業省『平成24年工業統計表』「産業細分類別統計表(経済産業局別・都道府県

　　　別表)」

（注）金属用：金属用金型・同部分品・附属品製造業。

　　　非金属用：非金属用金型・同部分品・附属品製造業。
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（単位：百万円）

府県名 プレス用

プラス

チック用

その他 合計 対全国比

愛知 69,981 58,710 67,444 196,135 16.5%

神奈川 84,269 25,047 15,458 124,774 10.5%

大阪 22,486 33,747 36,028 92,261 7.8%

静岡 26,471 22,013 20,637 69,121 5.8%

岐阜 19,151 20,943 13,822 53,916 4.5%

長野 17,977 18,743 11,589 48,309 4.1%

埼玉 8,830 17,878 19,171 45,879 3.9%

群馬 21,561 11,209 5,070 37,840 3.2%

東京 4,693 16,010 12,022 32,725 2.8%

全国計 418,756 374,748 393,641 1,187,145 100.0%

資料：経済産業省『工業統計表(品目編)』従業者4人以上の事業所


[image: image3.emf]金型の受注数量と金額の推移（全国）

数量（組）

前年比

金額

（百万円） 前年比

平成21年　 547,205 - 315,921 -

22　　 703,291 28.5% 314,851 -0.3%

23　　 733,858 4.3% 315,480 0.2%

24　　 728,895 -0.7% 335,052 6.2%

25　　 660,462 -9.4% 332,960 -0.6%

資料：経済産業省『生産動態統計年報　機械統計編』

　　　従事者20名以上の事業所を対象とする
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